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研究要旨 
 慢性疼痛診療システムの均てん化のためには痛みセンターの拡充が重要であり、痛みセンタ
ーを中心に研究データを積み上げ、解析することが必要である。そのため、本研究班では、
１）集学的痛みセンターの構築（新たな痛みセンターの立ち上げ、今まで出来ている痛みセン
ターの成績の解析と充実化、そして新たな前向き研究）、２）慢性疼痛患者のデータベースの構
築（登録システムの開発と継続）、３）最新の研究結果も取り入れた慢性疼痛診療におけるガイ
ドラインの作成と有用性の検討、そして４）国民への広報や医療者の教育、診療に役立つツー
ルの開発を行う。さらに慢性疼痛診療モデル事業全体の成果と問題点を解析し、今後の方向性

を示していく。１．集学的痛みセンターの構築分科会 １）現在有するデータの解析を行っ

た。地域によって患者層に違いがないことが判明した。さらに解析を進めて行く。２）痛みセ
ンターの条件の再検討を行った。今後その条件を示して公募を始める。３）中国の痛みセンタ
ーを視察し、日本との違いが明らかになった。参考にできるところがあった。４）慢性疼痛診
療モデル事業の効果判定にも使用可能なツールの開発を始めた。このツールができれば教育効
果の判定や医療連携に使えるようになる。５）慢性疼痛患者と発達障害の関連を明らかにする
ための質問表を痛みセンターに配布した。この質問表によって得られたデータを解析すること
で慢性疼痛患者と発達障害の関係の一部が明らかになる可能性がある６）発達障害に関する前
向き研究のために、質問表を痛みセンターに送付した。２．慢性疼痛患者のデータベースの構
築分科会 データベースに入力する内容、管理する委託会社を決定し、入力を開始した。残念
ながら登録症例数が伸びないのが現状である。きめ細かく必要性を説明し、登録症例を増やし
て充実したデータベースにしていく。３．慢性疼痛診療ガイドラインの作成と有用性の検討分

科会 関係者が全員 Minds の講習会を受講した。ガイドラインに記載するクエスチョンを決定

し、担当者による構造化抄録の作成が始まった。来年度には完成する予定である。４．国民へ
の広報や医療者の教育、診療に役立つツールの開発分科会 ホームページの最新化を適宜行っ
ている。教育コンテンツの作成や改訂に取り組んでいる。現状のツールの問題点が明らかにな
ってきたため、その変更を今後行う。上記のように４つの分科会で研究を進めることができ
た。１年目であることから多くの時間を準備に要してしまったが、ほぼ準備を整えることがで
きた。来年度からは本格的に研究が進み、研究結果が出せるようになる状況となった。 
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Ａ．研究目的 
慢性疼痛診療システムの均てん化のために

は痛みセンターの拡充が重要であり、痛みセ
ンターを中心に研究データを積み上げ、解析
することが必要である。そのため、本研究班
では、１）集学的痛みセンターの構築（新たな
痛みセンターの立ち上げ、今まで出来ている
痛みセンターの成績の解析と充実化、そして
新たな前向き研究）、２）慢性疼痛患者のデー
タベースの構築（登録システムの開発と継続）、
３）最新の研究結果も取り入れた慢性疼痛診
療におけるガイドラインの作成と有用性の検
討、そして４）国民への広報や医療者の教育、
診療に役立つツールの開発を行う。さらに慢
性疼痛診療モデル事業全体の成果と問題点を
解析し、今後の方向性を示していく。 
 

Ｂ．研究方法 
４つの分科会を作ってそれぞれの課題に取
り組んだ。 

１．集学的痛みセンターの構築分科会 
新たな痛みセンターを立ち上げと既存の

痛みセンターの現状とその成績の解析を行う。
中国の痛みセンターを見学する。慢性疼痛患
者と発達障害に関する前向き研究を行う。慢
性疼痛診療モデル事業の効果と問題点を明ら
かにしていく。発達障害に関する前向き研究
を行う。 
２．慢性疼痛患者のデータベースの構築分科
会 

データベースの構築と登録の開始を進め
る。 
３．慢性疼痛診療ガイドラインの作成と有用
性の検討分科会 

最新のデータを取り入れたガイドライン
の作成を行う。 

４．国民への広報や医療者の教育、診療に
役立つツールの開発分科会 

慢性疼痛総合対策の普及・啓発（総合的な
痛み情報ポータルサイトのホームページ「WW

W.itami-net.or.jp」）と地域の各痛みセンタ
ーの診療（検査、治療）の状況をアップデート
する。患者管理用ツール、医療者・患者の教育
ツールや診断・治療に役立つツールの開発を
行う。 

 
（倫理面への配慮） 
慢性疼痛患者と発達障害に関する前向き研究
は、倫理委員会の承認を得ている。慢性疼痛
診療モデル事業の効果判定にも使用可能なツ
ールの開発に関してはツールができてから倫
理委員会に提出するように指導されている。 
 
Ｃ．研究結果 

１．集学的痛みセンターの構築分科会 
１）現在有するデータの解析を行った。地域
によって患者層に違いがないことが判明した。
さらに解析を進めて行く。２）痛みセンターの
条件の再検討を行った。今後その条件を示し
て公募を始める。３）中国の痛みセンターを視
察し、日本との違いが明らかになった。参考に
できるところがあった。４）慢性疼痛診療モデ
ル事業の効果判定にも使用可能なツールの開
発を始めた。５）慢性疼痛患者と発達障害の関
連を明らかにするための質問表を痛みセンタ
ーに配布した。 
２．慢性疼痛患者のデータベースの構築分科
会データベースに入力する内容、管理する委
託会社を決定し、入力を開始した。残念ながら
登録症例数が伸びないのが現状である。 
３．慢性疼痛診療ガイドラインの作成と有用
性の検討分科会 

関係者が全員Mindsの講習会を受講した。ガ

イドラインに記載するクエスチョンを決定し、
担当者による構造化抄録の作成が始まった。
来年度には完成する予定である。 
４．国民への広報や医療者の教育、診療に役
立つツールの開発分科会 
ホームページの最新化を適宜行っている。教
育コンテンツの作成や改訂に取り組んでいる。
現状のツールの問題点が明らかになってきた
ため、その変更を今後行う。 
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Ｄ．考察 

１．集学的痛みセンターの構築分科会 
痛みセンターの条件決定できたので、公募を
始めることができる状況になった。条件を満
たす多くの施設が集まることを期待したい。
慢性疼痛診療モデル事業の効果判定などに使
用可能なツールができれば、教育や連携を効
果的に行うためにはどうすればよいのかを検
討できるようになるはずである。慢性疼痛患
者と発達障害の関連を明らかにするための質
問表のデータを解析することで慢性疼痛患者
と発達障害の関係の一部が明らかになる可能
性がある。 
２．慢性疼痛患者のデータベースの構築分科
会登録症例数を伸ばすために、今後きめ細か
く必要性を説明していきたい。登録症例を増
やして充実したデータベースにしていく。 
３．慢性疼痛診療ガイドラインの作成と有用
性の検討分科会 
ガイドラインが出来上がり、その効果まで評
価する予定である。評価のためには本研究班
で作成する上記１のツールを使用する予定で
ある。 
４．国民への広報や医療者の教育、診療に役
立つツールの開発分科会 
慢性痛の問題が国民に十分理解されている
状況にはない。医療従事者に対してもまだ教
育が必要だと思われる。さらなる広報・教育に
努めていく必要がある。 
 
Ｅ．結論 
４つの分科会で研究を進めることができた。

１年目であることから多くの時間を準備に要
してしまったが、ほぼ準備を整えることがで
きた。来年度からは本格的に研究が進み、研
究結果が出せるようになる状況となった。 
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